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南砺地域⽂化フォーラム：報告と記録 
 
 
伊藤裕夫（富⼭⼤学芸術⽂化学部） 
 
 富⼭⼤学地域⽣活研究会では、去る平成２２年９⽉１６⽇、⽇本学術振興会・科学研究費補
助⾦基盤研究（B）「⾏政構造改⾰が戦後⽇本の芸術 ⽂化政策の成果に与えた影響に関する研
究」（代表：⼩林真⾥東京⼤学准教授）と共催する形で、南砺市で南砺地域⽂化フォーラムを開
催した。 
 フォーラムの趣旨は、この数年間の⾏政構造改⾰──市町村合併や公的部⾨の⺠間化・独⽴⾏
政法⼈化、指定管理者制度などが地⽅⾃治体の⽂化⾏政にいかなる影響をもたらし、その結果、
地域⽂化や地域⽣活がどう変化したかを、具体的な地域における⽂化活動の担い⼿たちと語り
合うことで検討しようというものである。 
 フォーラムは、以下の開催要項のもと、複数の⼤学教員からなる科研研究チームと富⼭⼤学
地域⽣活研究会のメンバー及び地元⾃治体や地域⽂化の担い⼿たちの参加を得て⾏われた。こ
の記録は、その時の模様をまとめたものである。（なおテープ起こしに当たっては、富⼭⼤学芸
術⽂化学部４年能松保⼤君に協⼒してもらった。） 
 
 
開催要項 
○⽇時: 平成 22 年 9 ⽉ 16 ⽇(⽊) 18:00〜20:30 
○会場: いのくち椿館（〒939-1879 南砺市宮後 188） 
○主催: 富⼭⼤学地域⽣活研究会 
○共催: ⽇本学術振興会・科学研究費補助⾦基盤研究（B） 
    「⾏政構造改⾰が戦後⽇本の芸術 ⽂化政策の成果に与えた影響に関する研究」 
○協⼒: 合同会社(LLC)地創研 
 
○フォーラム参加者 
科研研究チーム 
藤野⼀夫（神⼾⼤学国際⽂化学部） 
曽⽥修司（跡⾒学園⼥⼦⼤学マネジメント学部） 
阪本崇（京都橘⼤学現代マネジメント学部） 
伊藤裕夫（富⼭⼤学芸術⽂化学部） 
富⼤地域⽣活研 
島添貴美⼦（富⼭⼤学芸術⽂化学部） 
⼤⻄宏治（富⼭⼤学⼈⽂学部） 
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伊藤  
今回のフォーラムですが、「⾏政構造改⾰が戦後⽇本の芸術⽂化政策の成果に与
えた影響に関する研究」の⼀環で開催するものです。⾏政構造改⾰、すなわち⺠
営化や指定管理者制度などが地域の⽂化にどのような影響を与えているのか、こ
れには当然プラスの⾯とマイナスの⾯、どちらもあると思いますが、こういった
動きについて把握をしていきたいという研究です。それから、このフォーラムを
開催するもう⼀つの⽬的として、これとは別に地域の様々な課題について、交流
する機会を通じながら、お互いに解決の⽅法を考えてみたい、という思いがあり
ます。 
今⽇の進め⽅は、⼤きく 3 部構成で進めます。科学研究費という形で調査費を
いただいていますが、そちらで 2009 年１⽉に全国の⾃治体に対してアンケート
調査をお願いし、都道府県、市町村 2000 近い⾃治体からアンケート回答を得て、
その結果からどういった動きがあったのか、⾒えてきたことがありましたので、
まずこれについて報告をいただきます。その後、地域の実情をお聞きし、意⾒交
換を⾏いたいと思っています。私は司会進⾏を務めます、富⼭⼤学芸術⽂化学部
の伊藤です。それでは、さっそく、第１部に⼊って参ります。科研グループでの
調査について、まだ中間報告ではありますが、報告を⾏います。それでは、京都
橘⼤学の阪本先⽣からお願いいたします。 
 
阪本 
京都橘⼤学の阪本です。これから、アンケート調査の結果について、スライド
を使って説明していきます。資料を２つ配布しています。１つは１枚ものの「⾏
政構造改⾰」中間報告というタイトルの資料です。もう１つはアンケートの簡単
な集計表です。 
まず、この調査についてですが、これは「⾏政構造改⾰が戦後⽇本の芸術⽂化
政策の成果に与えた影響に関する研究」の中で⾏われたものです。ここで、さき
にお断りしておきたいのは⽂化の概念についてです。ここでは、⽂化は⾮常に広
くとらえられています。これはアンケートの中でも回答の際の注意点としても、
⽂化は広く捉えてくださいと記載しています。芸術⽂化⼀般でもいいですし、特
定の芸術ジャンルでもいいですし、あるいは⽂化や芸術によるまちづくりとして
も捉えています。 
調査内容ですが、主に２つに分かれます。１つは⽂化⾏政⼀般であり、条例や
計画の有無、外郭団体の有無、外郭団体の組織や⼈材の有無、⽂化予算と⽂化事
業の数などです。もう１つのほうは、⾏政改⾰の影響ということで、⾏政評価の
効果、指定管理者制度の導⼊について、市町村合併の影響、この３つの点を聞い
ています。今回、この南砺市でフォーラムが開催されるということで、市町村合
併の影響というものが、このアンケートでは⾊濃く出るのではないのかと思って
います。 
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次に調査⽅法ですが、４７都道府県１７８２市町村の担当課にアンケートを送
付して、回答をお願いしました。びっくりしたのは、都道府県は４６都道府県か
ら回答がありました。市町村では 47.4％（845 市町村）から回答がありました。
後ほど、時間があればお⾒せしますが、アンケートが⾮常に書くのが難しい内容
にも関わらず、これほどの数の回答が得られたことは皆さんの関⼼や意識が⾼い
のではないかと思っています。ただ、書くのが難しいアンケートと申し上げたの
は細かいことを聞いていますので、これからデータをお⾒せしますが、数値⾃体
ではなく、全体の傾向として、数値を捉えていただければと思います。 
それでは、結果に⼊ります。まずは条例、計画、アクションプランについてで
す。最初に、１つご了解いただきたいのですが、皆さんに配付した資料は⼤まか
資料で、都道府県、市町村、政令市、特別区など、すべてを含めてカウントして
います。⼀⽅、スライド資料は市町村でも政令市、中核市、特別区などを区別し
ています。 
まず、条例ですが、アンケートでは「貴⾃治体には条例がありますか」という
問いだけではなく、「もしあれば条例の名称と成⽴のきっかけと成⽴過程を教えて
ください」という問いも設けました。そのため、２つの回答欄を設け、それに⾃
由に記述してもらう形になっています。その２つの欄に何かを書いた⾃治体の数
というものもカウントしています。その結果、条例を持つ⾃治体は全体の約 1 割
となっています。なお、⽂化に関する条例のうち、⽂化財保護関係の条例は省い
てあります。この中で、⾮常に興味深いのは制定過程のなか、市⺠参加が多いで
す。政令指定都市では市⺠参加が実に多いです。５０％以上を超えています。⼀
⽅、東京の特別区では市⺠参加が少ない傾向があります。 
それに対して、制定のきっかけが、市⺠からの発案なのか、⾸⻑のイニシアテ
ィブなのかは考えさせられるところです。どうしてかと⾔いますと、これが市⺠
意識が⾼いからと考えるべきなのか、それとも、まあ作らないといけないから、
そのときに勝⼿に作るのはまずいので、市⺠を参加させているということも考え
られます。 
他⽅、計画、アクションプランについてですが、条例とほぼ同様の傾向が⾒ら
れます。ただ、何が違うかというと、市⺠参加というのが、さらに計画・アクシ
ョンプランになると割合が増えてくる。それに対して、制定のきっかけでは、そ
の他が増えてきます。たとえば、地域の資産家から⽂化財の寄付があり、それを
展⽰しなければいけないので、何かしらの計画が必要になった、などの回答がそ
の他にありました。 
次に、⽂化振興事業団などの外郭団体ですが、外郭団体を持つ⾃治体というの
は、都道府県、市町村を含めると、全体の 38％になりますが、中⾝を⾒てみると
政令指定都市や中核市では 78％となります。おそらく、都市部や⼤規模⾃治体な
どで集中していると思われ、⼩規模⾃治体や地⽅では少ないのではないかと思い
ます。 
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その外郭団体について、今後どのような⽅針を持っているのかという問いには、
現状維持が多い。統合・廃⽌・縮⼩というのは以外と少ない。検討中というのは
10％前後です。基本的には外郭団体は今後も存続させるということで、⼀部の⾃
治体では外郭団体の改⾰というものは報道では⾒られるが、全体を⾒るとそんな
ことはなく、そのままにしているところが⾮常に多いということです。これには
良い悪いという観点はあるとは思います。 
また外郭団体の⼈材の育成・登⽤についてです。結果から、採⽤は任期制が多
いということがわかります。⼤規模⾃治体では、有資格者の正職員採⽤というの
はありますが、全体としては採⽤後に研修を⾏って、育成しているというケース
が多いようではありますが、おそらく、財政的に余裕がある⾃治体では、優秀な
⼈材、そもそも専⾨的な⼈材を登⽤するということが多いように思います。 
次に、⽂化予算・⽂化事業についてです。まず⽂化予算ですが、これは削減傾
向が⼤きいです。ただ、現状維持という⾃治体がかなりあります。興味深いのは、
中核市とその他の市町村では、削減・圧縮というのは中核市のほうが多い。現状
維持という中核市は少ない。これはどういうことかというと、その他の市町村に
くらべて、中核市や政令指定都市のほうは⼆極化が進んでいるということが想像
できる。⼀部の潤沢な中核市は増やしている、あるいは⽂化政策に⼒を⼊れてい
るので増やしているが、そうではないところは減らしているという傾向があるよ
うに思われます。 
⼀⽅、⽂化予算の削減傾向とくらべると、事業数は圧倒的に横ばいが多く、増
加しているところも結構な割合である。政令指定都市や中核市では１０％近く、
特別区になると２５％が増やしている。これは⾮常に難しいのは、効率化として
とらえるのか、それとも詰めているのか、ということは、この段階で数値だけで
判断はしにくいです。 
それから、「⾏政改⾰とその影響」と⾔うことで３点質問していますが、まず「⾏
政評価の効果」ですが、質問項⽬では事務事業評価ということで狭く⾔葉を使⽤
しています。これを導⼊しているかどうか質問した結果、導⼊しているというと
ころは多いです。ただ、⼩規模⾃治体になると導⼊していないところもあり、約
35％が導⼊していません。さらに⾃治体の規模に関わらず、事務事業評価は導⼊
しているが、⽂化事業関係には導⼊していないという⾃治体が 10％近くあります。
⽂化⾏政の事業で事業評価を導⼊していないというところが⼀定数あるというの
は、注⽬すべきところだと思います。事務事業評価の効果がどこに現れているか
ということですが、回答選択肢にあるポストの削減やサービスの向上などにも効
果が現れているとの回答がありますが、それよりも明⽂化が進んだ、次の政策や
議論に反映される機会が増えたという回答が圧倒的に多いです。このことを流⾏
の⾔葉で表現すると、「⾒える化」と⾔えると思います。つまり、事務事業評価を
導⼊することで、⾒える化がすすみ、具体的にはサービスの向上などだけではな
く、⾏政そのものの中⾝が変わっていくきっかけになっていることが、とても⾯
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⽩いことだと思います。 
次に指定管理者制度の導⼊についてですが、アンケートでは、まず指定管理者
制度を導⼊しているか聞いていますが、全く導⼊していない⾃治体も少ないなが
らありますが、すべての施設で導⼊しているという⾃治体が、規模によっては異
なりますが 30％〜50％近くあります。導⼊するか検討して導⼊したという⾃治体
が 36％あります。次に指定管理者制度の導⼊によって期待したことや要望されて
いたことを尋ねると、最も多いので管理費の削減、2 番⽬に多いので⺠間ノウハ
ウの活⽤、そしてニーズの多様化への対応という順番で多いです。 
気になるデータとして、指定管理者制度を導⼊するにあたり、どのようなとこ
ろから意⾒を聞いたのか、あるいは対応策は考えたかという質問への回答に、あ
まり外部からの意⾒を聞いている⾃治体がないという実態がわかりました。利⽤
者や有識者の意⾒を聞いたというのは意外と少ないです。庁内での議論にとどま
っているというのが現実のようです。それでは、なぜこのようになるのかという
のを私なりに考えたのですが、そもそも「なぜ指定管理者制度を導⼊しないとい
けないのか」ということを考えず、あるいは考える余裕もなく、とにかく、導⼊
しないといけないということで、導⼊を決めたケースが多いのではないかと思っ
ています。 
最後に、「市町村合併の影響」です。市町村合併⾃体は、政令指定都市・特例市
は 62％、その他の市町村では 33％が合併を経験しています。合併の⽬的ですが、
政令指定都市への移⾏という回答が抜けていますが、それを抜くと⾏財政の能⼒
の向上、⾏財政の強化というのが⾮常に⼤きな理由となっています。特に、その
他の市町村においては合併特例債の発⾏が 40％近く減少しているので、やはり財
政基盤の強化というものが、強い動機になっていると思われます。では、合併後
に⽂化⾏政に関する条例や計画が策定または改訂を⾏ったかという質問には、「な
にもせず」が⼀番多いです。そのため、⽂化政策⾯で市町村合併によってどれほ
どの影響がでたかというと、実はそれほど影響は出ていないのではないだろうか
というのがわかります。 
合併による影響は何がありましたか、という質問の回答には最も多かったのが、
地域⽂化がより多様になっていった、というものです。ここから⽂化⾏政そのも
のよりも⽂化⾏政を⾏う環境への変化というものが、⼤きいということが感じら
れます。また、その他に⽂化関連施設が増加したというものあります。合併から
まだ時間がさほど過ぎていないので、統廃合などはそれほど⾏われていないとい
うことだと思います。この中で注⽬したいのは、⽂化予算が増えたというところ
もありますが、政令指定都市・特例市以外のその他の市町村のところで、⽂化予
算が減ったという⾃治体が、⽂化予算が増えたという⾃治体よりも多いと⾔うこ
とですね。合併した⽬的に⾏財政基盤の強化をあげる⾃治体が多いということを
考えると、⽂化予算の強化というものに反映はされていないことになるのですが、
「にも関わらず」ということになるのですが、事業規模を拡⼤しているところが
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多いわけです。事業規模を縮⼩、減少させているところは、ほとんどありません。
それでは、⽂化予算が削減されたところは、どこにしわ寄せがきたかというと職
員数の削減と⾔うところに明らかにしわ寄せの結果が出てきています。ですので、
⽂化予算と⽂化事業の⼀般的な傾向と同じようにはなるのですが、⽂化関連施設
との調整などのいろいろと新しい仕事が増えてきているにも関わらず、予算は削
減され、職員も削減される。でも事業は増えるということで、おそらく⽂化関連
の業務に携わっている職員の皆さんは⼤変な状況に陥っているのではないかとい
うことが、今回のアンケート調査からよく分かりました。やはり、事務作業が増
えたという回答が多く、住⺠活動⾃体は活発化しているところが多いという結果
になっています。 
今回のアンケートでは⾃由記述欄が結構あるのですが、そこから⾒られるのは、
⼤規模な⾃治体では⽂化政策を⽂化政策としてしっかり⾏っているところがあり
ますが、⼩規模な⾃治体では⽂化政策が明確化されていないところが若⼲多いよ
うな印象を持ちます。また、どうしてもしわ寄せが⽂化の分野に来ているという
回答が多く、その理由として、⽂化的な取り組みが住⺠のためになっているとい
うことがなかなか説明しにくいということで苦慮していることが多いということ
を記載しているところもありました。駆け⾜ではありましたが、以上で調査結果
の報告を終わります。 
 
伊藤 
ありがとうございました。駆け⾜で調査結果について報告がありましたが、不
明点などがあれば、後ほどご質問などを受けたいと思います。 
今回、このようなセッションを設けたのは、こうしたアンケート調査をやりま
すと、いろいろな解釈が出来るということがありまして、これは２つの問題があ
ると思います。ひとつは、現状調査をする場合にはどうしても⼈の数や予算など
を聞かざるをえないわけで、いまの報告にあった結果になるわけですが、その内
実を解釈しようとするといろんな解釈が出来る要素がある訳です。そのため、今
年は現場の⽣の声を聞いて、全国的な傾向と解釈の参考となるようなものを得た
いと思っています。また、もう⼀つは、この調査は⾏政に対して⾏った訳ですが、
地域の⽂化活動の中には必ずしも⾏政が要求している活動だけではなくて、地域
の⼈たちが活動していたものを⾏政も⽀えていたといったようなものもかなりあ
ったのではないかと思います。そういった問題については、このようなアンケー
ト調査からでは、わからないところがあります。そのような点も踏まえた上で、
第 2 部では地域の現状について、みなさんにご報告いただきたいと思います。 
それでは、最初に富⼭県の市町村合併などの全体の傾向や状況について、県の
⽯浦さんからお願いします。 
 
⽯浦 
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富⼭県⽂化振興課の⽯浦です。私のほうからは富⼭県の市町村合併後の変化と
いうことで、お話をさせていただきます。 
富⼭県では市町村合併が結構進みまして、平成 16、17 年度にかけまして、35
市町村が 15 市町村となりました。県内市町村の数が 15 というのは全国的に⾒て
も富⼭県と福井県だけでして、最も市町村数が少ない都道府県となります。これ
に伴って、市町村合併後の⽂化施設の統廃合がどのようになっているのかという
ことですが、結論から⾔います、先ほどのアンケート調査の結果報告にもありま
したが、まだ施設の統廃合の動きまでいくような時期には来ていないと⾔うこと
だと思いますが、いまのところ 16、17 年度以降において廃⽌された⽂化施設（⽂
化ホール）というものはございません。ただ、各市町村に問い合わせたところ、
富⼭市の⼋尾美術保存展⽰館というものがありましたが、⾏政改⾰関連の流れで、
21 年度末において料⾦を取っていた展⽰館を廃⽌して、施設を収蔵保管庫として
活⽤していくという、廃⽌ではなく、⽤途の転⽤という例がありました。ただ富
⼭県内の⽂化施設には、かなり古いものがいくつかあります。例えば、氷⾒市⺠
会館が昭和 38 年、富⼭県⺠会館が昭和 39 年、⾼岡市⺠会館と⿊部市⺠会館は昭
和 41 年ということで、供⽤年数が 50 年を迎えるところがあります。⼀般的に施
設の供⽤年数が 50 年を超えるところについては建て替えや解体などの議論が⾏
われるのが通常ですので、そのような時期になりますと各⾃治体において施設を
どのようにしていくのかという話になるのではないだろうか思いますので、その
際に統廃合というような話になるのではないかというような印象を持ちます。 
また⽂化施設については、指定管理者制度との兼ね合いにもなるのですが、直
営で運営されている施設が県内にはまだあります。県内の公⽴⽂化施設協議会に
加⼊している⽂化施設は 37 施設ありますが、そのうち 26 施設が指定管理者制度
を導⼊しており、3 施設が⺠間施設、残りの 8 施設が市町村直営の施設となって
います。ただ直営施設に共通して⾔えるのは、施設がホールだけではなく、図書
館や保健センターなども設置されており、複合施設として構成されている場合が
ほとんどで、このような複合施設の場合ですと、直営を維持しているケースが多
いようです。これにつきましては、これから⾏⾰などの議論が進んでいけば、こ
うした施設であっても指定管理の対象になるのではないかと思います。すでに富
⼭市の直営施設においては議論の対象になっており、今後どのようになるかはわ
からないというのが担当課の話ですし、⾼岡市や南砺市においてもいまのところ
指定管理者制度を導⼊する予定はないとのことでしたが、今後はわからないとい
うことでした。 
また、反対に指定管理者制度を導⼊している施設についてですが、さきほどの
37 施設のうち 26 施設が指定管理者制度を導⼊しています。パーセンテージです
と 75％ほどになりますが、全国平均が 21 年の調査では 47％ほどですので、富⼭
県内においては指定管理者制度の導⼊はかなり進んでいるということになります。 
次に、市町村合併後の⽂化事業の変化についてですが、数字的なものを今回は
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ご報告させていただきます。富⼭県の芸術⽂化経費の推移についてですが、県と
市町村の芸術⽂化費（⽂化施設の維持管理費を含む、ただし⽂化施設建設費や⽂
化財費を除いたもの）を合わせたものは、平成 15 年度には 50 億円ちかくあった
ものが、平成 20 年度には 40 億円程度にまで減少しています。この 10 億円近い
減少の理由としては指定管理者制度による要素が⼤きいのですが、この数字は⾏
政サイドの⾦額のみを集計していることから、統計上の問題があります。指定管
理者制度を導⼊する前は⽂化施設の使⽤料収⼊については⾏政サイドの収⼊とし
て集計されていた訳ですが、指定管理者制度を導⼊することで利⽤料収⼊は事業
者サイドの収⼊となるため、この経費に含まれなくなります。ということは単純
に利⽤料収⼊分が控除された統計数字になるということです。これによる減少分
が 10 億円のうちの約半分である 5〜6 億円程度、概算ではありますが、占めてい
ることがわかりました。また、それ以外の減少分については、約 2〜3 億円が指
定管理者制度の導⼊などによる経費の圧縮（⼈件費の削減も含む）などの効果分
となっています。残りの 1〜2 億円については、これもまた統計上のマジックみ
たいなものになるのですが、市町村合併によって、例えばこれまでは村において
⽂化費として計上されていた費⽤が合併によって統⼀した基準に当てはめた場合
には⽂化費ではなく観光費などに計上されるために減少した、予算の計上替えに
よる減少分になっています。これによって、15 年度から 20 年度にかけて全体と
しては 10 億円近い予算⾦額が減少していることになっています。 
参考までに、⽂化庁の統計情報を⾒ても、指定管理者制度が導⼊された平成 16
年〜18 年にかけて地⽅の芸術⽂化予算が⼤きく減少していることがわかります。
指定管理者制度の導⼊だけが事業費減少の原因というわけではありませんが、数
字のマジックなども含めて⼤きな要因であることは⾔えると思います。 
そのような中で実際問題として、事業費が減少している中で実際の事業の質が
低下しているのかということについては、市町村の担当者に聞いたところでは、
今のところは⼤きな影響はないとのことでした。しかし、これまで以上に⾏⾰な
どによって事業費などが削減されていけば、当然、事業の質というものは落ちて
いくことになるのではなかろうかと思います。 
あと、⼿前味噌ではありますが、私がおります本県⽂化振興課の予算について
ですが、18 年度が 1.56 億円で平成 22 年度が 1.83 億円ということで、マイナス
シーリングのなかで約 3000 万円の増加というのは、⽯井知事は⽂化⾏政に⼒を
⼊れているということの現れではないかと思っています。 
最後に、伊藤先⽣から祭や伝統⼯芸の後継者対策については、どのようになっ
ているのかというご質問がありましたので、それについてお話しさせていただき
ます。来年度の改訂に向けて取り組んでいる⽂化振興計画改訂作業の中で⽂化に
関する県⺠アンケートを⾏いましたが、その集計結果が出てきましたので、内容
をご説明させていただきます。県⺠が祭りや伝統芸能に関してどのように思って
いるか、という項⽬についてですが、実際のところ、実際に鑑賞したり、⼦ども
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を鑑賞させたいというように、実際の鑑賞⾏為については、それほど⾼くはあり
ません。⼀⽅で、本県において盛んな⽂化分野について県⺠に尋ねると、伝統芸
能が⼀番⾼く、また全国的に国際的に誇れる⽂化はなんですかとの問いには、世
界遺産や国宝・瑞⿓寺に続いて、おわらや⻨屋などの伝統芸能や⾼岡銅器、井波
彫刻などに代表される伝統⼯芸などあげており、⾼い意識を持っていることがわ
かります。また最後に「⽂化が息づくまちづくりを進めるにあたり県や市町村が
特に⼒を⼊れるべきことは何ですか」との問いには、地域の歴史や⽂化、⾃然を
活かした伝統芸能や祭の継承などの発展をはかることが⼀番⾼い結果となってい
ます。県⺠の祭りや伝統芸能、伝統⼯芸などへの関⼼はかなり⾼いものですが、
ただ、残念ながら県の予算において、祭や伝統芸能への直接的な⽀援というもの
については⾏っていないのが実情です。これについては、どうしても市町村レベ
ルでの予算、補助⾦に頼っているところがあります。県としては、県全体への貢
献度というものを求めるものですので、⼀地域や町への祭や伝統芸能への⽀援と
いうのは予算化しづらいところがあるのではないかと思っています。 
あと、最近、⽯井知事が伝統⼯芸についても興味を持っておられまして、これ
までにも⾼岡銅器、⾼岡漆器、井波彫刻などに対して PR や販路拡⼤などのため
に年間約 1000 万円の予算をつけていましたが、昨年から国の臨時雇⽤交付⾦と
いうものを使いまして後継者の育成に取り組もうということで、伝統⼯芸の各団
体に委託して⼈件費の補助などをしているわけで、今年度は 1 億円近い予算が付
いています。ただ、これについては今年度までとの⽅針が国のほうで決まってい
ますので、来年度以降の継続というのは懸念されているところであります。 
また伝統芸能の分野で市町村合併の影響を受けたことについて市町村に問い合
わせたところ、例えば富⼭市においては、旧・⾃治体では獅⼦舞などに補助⾦を
出していたが、他の⾃治体では補助⾦を出していないということで、結局、補助
⾦は廃⽌になったという事例があったことを聞いております。こういったことも
⼩さな意味では市町村合併よる影響と⾔えるのではないだろうかと思います。 
以上、駆け⾜ではありましたが、まだ市町村合併の影響というものは、⽬に⾒
えて⼤きくは出ていないのではないかという結論になるのでは思います。 
 
伊藤 
どうもありがとうございます。芸術⽂化予算の減少の背景に指定管理者制度の
利⽤料⾦制があるというのは、こちらもつい⾒落としてしまう指摘かと思いまし
た。また、直接的には県の担当範囲ではないかもしれませんが、伝統芸能・伝統
⼯芸に関する発展の要素、特に市町村合併のなかで市町村の取り組みの差がでて
きていること等々の指摘は参考になりました。 
では次に、南砺市のほうに移りたいと思います。南砺市は 8 町村という⼤きな
合併でしたので、いろいろなご苦労があったと思います。その辺、いろいろ⾔い
にくいこともあるかもしれませんが、よろしくお願いします。 
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浦辻 
まず、南砺市の平成 22 年度の予算額ですが、⼀般会計の総額が 310 億円とな
っております。そのうち教育費が約１割にあたる３１億円なっています。教育費
の内訳ですが、教育総務費、⼩学校費などがありますが、⽂化関連では社会教育
費が 30％近い 10 億円ほどを占めています。社会教育費の内容ですが、公⺠館費
が約１億円、図書館費が約 8100 万円、⽂化財保護費が約 2 億 5300 万円となって
おり、⽂化財保護費が社会教育費の中では最も⼤きな⽀出となります。芸術⽂化
推進費が 8800 万円、博物館費が 1900 万円、美術館費が 5000 万円となっていま
す。教育⽂化施設費として 1 億 2100 万円です。 
⽂化財保護費の中で最も⼤きなものが埋蔵⽂化財調査費です。南砺市の平野部
のほぼ全域が埋蔵⽂化財の保有地があり、そこで整備事業が⾏われるようであれ
ば、ほぼ発掘調査が⾏われております。この調査については施⼯事業者が負担す
る形になっていますので、多額のお⾦がかかっていますが、実際には国や県から
お⾦が来ているということになります。また南砺市では世界遺産関係の予算があ
ります。相倉、菅沼の合掌集落がありますので、国・県から補助⾦が交付されて
おり、市からも補助⾦を出し、修繕などによる所有者の負担を軽減するようなこ
とをやっております。 
⼀⽅、芸術⽂化推進費のほうですが、平成 17 年度からの決算額を確認しまし
たが、結論から申し上げると、それほど⼤きな増減はありませんでした。施設費
において修繕などで単年度に⼤きな額が発⽣したことはありましたが、全体とし
ては⼤きな変動はなく、緩やかな減少傾向が⾒られるだけです。具体的には、例
えば井波の⽂化センターですが、年度ごとにバラツキはありますが、施設修繕費
が異なるためであり、それほど⼤きな変化はありません。やはり、⼈件費や施設
維持費などで毎年⼀定額がランニングコストとして必要であり、下げようがない
というところもありますので、変動がないということになります。 
とは⾔うものの、市の財政も年々マイナスシーリングになっていますので、ど
こで減らしてくかというと、結局のところは、各種⽂化団体に交付している補助
⾦をカットしている現状があります。これについては、⽂化課所管の団体だけで
なく、観光課やその他の部署でも同様に補助⾦のカットが⾏われています。ただ、
⼀律にカットするのか、優先度を設定して⾦額に差をつけるのかは担当課によっ
て異なります。南砺市の場合、合併直後は多数の団体に補助⾦や助成⾦を出して
いましたが、その後は⾒直しを⾏っており、基本的な考え⽅として趣味的なもの
にはお⾦は出さないということになりました。例えば、お花やお茶に関しては趣
味なのか、⽂化なのかというのは明確に区別できないものだと思いますが、その
ために合併以前は出している町村もあれば、出していない町村もありました。で
すが、合併後は出していないところにあわせるという形になりました。 
獅⼦舞や伝統芸能などについては、獅⼦舞などには各集落にほとんどあるため
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獅⼦舞には助成⾦などは出してはいません。しかし、⽂化財に指定されているよ
うなものに関しては、団体の活動に対しては助成などは⾏っていませんが、道具
類などの修繕などに対しては補助を⾏っています。⼀部の団体には補助⾦がなけ
れば存続が危ぶまれるような場合には、合併前からの引き継ぎで補助⾦を出して
いるところもあります。 
最後に、合併とは直接関係ありませんが、利賀村の初午⾏事について、⼦ども
の減少によって年々⾏事の存続が危ぶまれています。これまでに駐在警察官家族
の⼦どもがいたから継続して出来ていましたが、異動で引き上げ、⼦どもいなく
なれば、また存続が危ぶまれると⾔うことで、地域の住⺠たちが県警に要望書を
出して、駐在官には⼦どもがいる家族でお願いしたいと要望しました。当初は県
警の⼈事に⼝を挟むことに難⾊を⽰す向きもありましたが、やらないよりもやっ
たほうがいいということで、要望を出したところ、家族持ちの警察官が派遣され
ることになりました。このように、住⺠側も⾏政に頼るばかりではなく、⾃分た
ちで⾏動して⽂化活動を維持し、守っていこうという⼀例をご紹介して、発表を
終わります。 
 
伊藤 
ありがとうございました。ご質問などは後ほどの意⾒交換の際に⾏うことにし
たいと思います。 
次に、実際に地域⽂化の現場で様々な取り組みを⾏っておられます皆さまにお
話をお願いしたいと思います。今回は伝統⼯芸・産業としての井波彫刻、利賀で
⻑年にわたり開催されている演劇祭、五箇⼭の世界遺産や⾃然を守る活動、城端
の曳⼭ということで、この順番で、現状をお話しいただければと思います。 
 
岩倉 
井波彫刻組合の岩倉です。まずは井波彫刻の歴史について、ご説明します。 
井波町は開町 600 年でして、瑞泉寺の⾨前町として栄えました。瑞泉寺がある
ことで、その時代の影響を受けてきました。⼀向⼀揆でしたり、戦国の焼き討ち
でしたり、瑞泉寺⾃体は何回も建て替えをしています。その建て替えによって、
井波彫刻が発展してきたという経緯があります。もともと、井波彫刻は加賀藩の
拝領地でしたので、いまから 250 年ほど前に瑞泉寺の建て替えに伴って、京都か
ら浄⼟真宗の御⽤彫刻師と宮⼤⼯が井波に来て、瑞泉寺の再建を⾏った際に、4
⼈の地元⺠に彫刻を教えたことが井波彫刻の始まりと⾔われております。そのう
ちの 1 ⼈のお宅は、現在も続いています。そのような流れで、もともとは宮⼤⼯
として彫刻が始まっています。 
井波彫刻は伝統産業として指定されています。もともと、南砺市に合併する前
から、井波町、城端町、福光町、福野町、庄川町、砺波市において産地の指定を
受けており、井波彫刻⾃体は広域で活動しています。組合員は 120 名ほど所属し
 15 
 
ており、井波地域に半分以上の組合員が集中しています。現在は、地域的には南
砺市と砺波市で⾏われている産業になりますが、もともとは加賀藩の影響が強い
ところにあり、五箇⼭から城端、砺波、⾼岡、氷⾒から能登半島まで、⽂化的に
藩を⽀えてきた地域であると思います。五箇⼭の和紙は井波彫刻とともに南砺市
で伝統産業として指定を受けています。 
富⼭県内には５つの伝統産業地域がありますが、それらは県⻄部に固まって存
在しています。⾼岡銅器、⾼岡漆器、越中和紙、庄川⽊⼯、井波彫刻の５つの伝
統産業はいずれも県⻄部に位置しています。 
井波彫刻は伝統産業ではありますが、250 年もの間、同じものを作り続けて現
在に⾄っている訳ではなく、時代時代でつくっているものが異なります。そのた
め、井波彫刻は技術の伝承が伝統を⽀えている⽅法論してあると思います。昔は
曳⼭などを作っていましたが、獅⼦頭などをつくるようになり、明治時代になる
と⼀般住宅向けの欄間を作るようになりました。現在では住宅事情が変化しまし
たので、欄間などは⽣産額が最盛期の 2 割以下に落ち込んでいます。 
全国の伝統産業との違いがあり、各地の伝統産業はかなり分業化されていると
思いますが、井波彫刻の場合は、材料の確保から図案の制作、粗彫り、仕上げ、
納品の全⾏程を⼀⼈が⾏います。これは、他の伝統産業とは違う点であると⾃負
しています。 
また、井波彫刻には問屋はなく、すべてが⾃⼰完結しています。ただ、そのた
めに⽣産量が⾼くありません。欄間を中⼼にやっていたときには、年間 3 ⼈から
4 ⼈の顧客で⼗分でした。と⾔うのも、欄間を１つ制作するにも２､３ヵ⽉程度か
かるためです。ということは、セールする時間が割けなかったのです。従って、
⼀般住宅向けの欄間に関しては、井波彫刻のシェアは主に北陸三県が中⼼になっ
ています。ただし、寺社仏閣や祭りなどの⽤途での彫刻に関しては全国にその名
が知れ渡っています。 
そして現状ですが、これまでの欄間に関しては、住宅様式の変化にともなって、
⽇本間というもの⾃体が⽣活の中からなくなっているため、⼤変苦しいのが現状
です。また、問屋が存在しないため、販路拡⼤のための広告宣伝ができませんで
した。⾼岡銅器や輪島漆器などは問屋が広告宣伝を担当していたのですが、問屋
が存在しないので、全国展開のきっかけをつかめず苦しんでいます。唯⼀の集ま
りが組合なので、組合を中⼼に現在、新商品の開発などに取り組んでいるところ
です。 
 
⾦⽥ 
利賀芸術公園の⾦⽥です。まず最初に富⼭県⽂化振興財団について説明いたし
ます。⽂化振興財団は基本財産が 600 万円、昭和 54 年に富⼭県教育委員会が設
⽴しています。管理委託制度の段階からほとんどの富⼭県の公共ホールを管理し
ています。公共ホール関係の業務に従事している職員が 70 名、それ以外にも埋
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蔵⽂化財調査などの業務もやっております。年間の事業費は 26 億円近い額にな
ります。 
ここ 10 年間に起こった問題について、いろいろあるわけですが、１つは指定
管理者制度の問題があります。特に⼈件費については問題です。これについては、
今年度の監事監査の際に指摘がありました。指定管理の更新が来るたびに⼈件費
や全体の指定管理料が縮減される中で、どのようにこれから⼈件費を⼯⾯するの
か、という質問がありました。この指摘について、新規採⽤は実施せず、退職補
充は⾏わないという取り組みで財団の経営を維持していると説明しています。そ
のため、財団は１０年以上、新規の職員採⽤は⾏っていません。従って、この後
に採⽤の新陳代謝がどのようになるかというのは、⼀番⼤きな問題として認識し
ていながらも、どうすればいいのかというのが現状です。 
次に、利賀芸術公園の現状についてお話しします。ここ１０数年近く何が起こ
ってきたのかということを最も象徴しているのが資料として配付した新聞記事で
す。この新聞記事は 94 年に当時、村の所有だった利賀の施設群を県に移管する
ということを伝えている記事ですが、この村から県への移管が最も⼤きな出来事
であったと思います。 
ただ、⼀⼝に村の施設を県に移管すると⾔っても、実際には村の施設は様々な
経緯で建てられていますので、そう簡単にすべてを県に移管できるかというと、
実際問題として難しいところもあるため、すべてを県所有にした訳ではありませ
ん。そのため、利賀芸術公園には現在でも県が所有のものと旧村である市が所有
するものとが混在しているため、県条例と市条例の２つの条例でもって、設置さ
れている形になります。 
そして、この 94 年頃というのはバブル経済が崩壊した時期に当たる訳ですが、
これ以前に富⼭県では壮⼤な構想を描いておりまして、砺波広域圏を中⼼に芸術
振興を⾏うための⾼等教育機関を設置するという⼤学構想がありました。この⼤
学構想は砺波市には美術系学部を設置し、利賀村には舞台芸術系学部を設置しよ
うとする計画でした。砺波広域圏全体で⼤学をつくろうという考えが平成元年に
都市計画ができておりましたが、バブル経済の崩壊とともに頓挫した経緯があり
ました。そのため、芸術公園を最優先に進めていこうというのが県や村が⼀致し
たところでした。 
さて、市町村合併による影響ですが、平成の合併によって南砺市という⼤きな
⾯積の市が誕⽣しました。そこで感じるのは、利賀村という⾃治体がなくなり、
リーダーがいなくなったということです。今まではピラミッド型で村⻑の指⽰を
⼀致団結、まとまっていたものが、合併して南砺市になったことで、地域として
のまとまりが希薄になっているのではないかと思っています。村の誇りであった
演劇が薄れていった感じを受けています。 
合併で南砺市という名前になりましたが、旧町村名が残ったのは利賀村だけで
す。合併の協議過程で利賀村の名称をどうするのかということを住⺠が劇場に集
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まって議論したこともありました。当時に学校の先⽣が⾔っていたのは「⼦供た
ちは利賀村という名前を誇りに思っている。以前は恥ずかしさや抵抗を感じてい
たが、今はそのようなことはない」ということを⾔っておられました。その中で、
利賀村の名称を残そうという機運が⾼まっていったのも事実で、そこで⼤事な演
劇も守っていこうということもあったのでしょうが、それが合併の時間の経過と
もに薄れて、「芸術公園は県のものだから、市は別にやらなくてもいいのではない
か」というような考え⽅になっていうのではと思っています。そして、それを象
徴する衝撃的な出来事が最近ありました。演劇活動を⾏う中で、花⽕を打ち上げ
ることがあります。その際に合掌家屋の⽕災を防⽌するために、事前に地元消防
団が家屋に放⽔をすることが村の時代から協⼒して恒例として⾏われていました。
ところが、そのことで事件がありました。というのは、その放⽔の⽔道料を負担
してほしいとの話が持ち上がったのです。これまで負担していなかったものをど
うして負担する必要があるのか聞いてみると、いままでは地元消防団の訓練の⼀
環で⾏われていたが、実際はあの放⽔は演劇イベントにともなって実施されるも
のだから⽔道料を負担してほしい、ということが平気で南砺市になってから⾔わ
れました。もともと村のために⾏われてきた⾏事を県が引き受けて担当するよう
になり、さらに発展させようとして取り組んできた訳ですが、どうやらその意識
が薄れてきて、本来の姿とは全く異なる感覚が南砺市になって出てきたのではな
いかと感じています。南砺市と協⼒してやっていかなければならないが、今後ど
うなっていくのかはわからない状況です。 
また、この後、公益法⼈制度の問題もあり、⽂化振興財団が⼀般財団を選ぶの
か、公益財団を選ぶのか、という⼤きな問題も残っており、今後ますます⽂化⾏
政を取り組んで⾏くに当たり、⼤変な時代が到来するのだろうと感じしています。 
 
酒井 
五箇⼭⾃然⽂化研究会の酒井です。地元で⼩さい旅館を経営しております。 
五箇⼭⾃然⽂化研究会は、ちょうど世界遺産に認定される前年に発⾜しました。
五箇⼭の合掌集落が世界遺産に認定されたのは旧村のときでしたが、世界遺産に
認定されるということは寝⽿に⽔で、世界遺産に対する認識が薄かった⾯があり
ました。今でも世界遺産とは何か、世界遺産の意義とは、ということに対する認
識は浅いというふうに感じています。 
五箇⼭・⽩川郷の合掌造りが世界遺産に認定されたことを⾃分なりに考えたと
きにキーワードとして協⼒・共同（協働）というのが、挙げられると思います。
世界遺産には協⼒・共同の精神が息づいています。昔、住⺠同⼠が助け合ってい
かなければ⽣活できませんでした。そういった集合された⼒があって、はじめて
合掌造りや集落が維持されてきました。そのような点が世界遺産としてのキーに
なるので、単に合掌造りの集落を⾒てもらうのではなく、⼈間社会に普遍的に存
在している協⼒や助け合いの精神といったものが郷⼟の遺産として認識されるべ
 18 
 
きだと思うのですが、世界遺産に認定されたことで観光、観光といわれ、観光が
先⾏する形になってしまっています。 
また、1970 年に史跡指定がされた際に、修繕などに対して補助⾦が交付される
ようになりました。従来は地域の共同作業として屋根の葺き替えなどが⾏われて
いましたが、補助⾦を使うことで業者が⾏うようになり、共同作業として⾏われ
なくなったことで地域のつながりが薄れる傾向があるように思います。本来であ
れば、「結」という⾮常にシビアな助け合いの貸し借りを強いる関係が、ここ最近
は薄れてきているのではないかと感じています。 
合掌家屋の修理に補助⾦が交付されることは⽂化財を維持するためにも必要な
システムである訳ですが、⼀⽅ではその⽂化財を⽀えてきた地域の協⼒システム
を追いやっているという弊害もここに来て現れるようになってきた気がします。
単にお⾦をわたせば問題が解決するというのではなく、もう少し全体を考慮した
システムを検討して、今後も将来にわたって残していかなければならないと感じ
ます。 
 
徳⽥ 
今年 3 ⽉まで城端曳⼭会館にいました徳⽥です。現状と⽇頃感じている悩みや
問題をお話しさせていただきます。 
全国には鉾や⼭、⼭⾞、屋台などと呼び⽅は様々ですが、そのような曳⼭が 1300
〜1500 カ所ほどあり、おおよそ 5800 台ほどの曳⼭があるといわれております。
その中で、国の⽂化財指定を受けているのは全国 30 カ所あります。城端の曳⼭
も平成 14 年に全国で 20 番⽬に⽂化財指定を受けております。祭礼は５⽉４⽇が
宵祭りで、この⽇は御神像を町内の⼭宿にお飾りして公開しております。５⽉５
⽇が本祭りです。 
300 年近い歴史がある曳⼭を祭りのときだけでなく、いつでもご覧いただける
ようにと昭和 57 年から富⼭県下では初めてとなる曳⼭会館の建設を⾏いました。
その３年後には越中⼋尾曳⼭会館、最近では砺波市に⼦供歌舞伎会館を建設して
おり、今後は⾼岡も新幹線開業を⾒据えて建設を予定しているようです。 
曳⼭会館の現状については、⼊館者数についてはジリ貧の状態が続いており、
平成２，３年には年間⼊館者が３万⼈を超える時期がありましたが、現在では１
ヵ⽉で 1000 ⼈、年間 12000 ⼈を維持するのがやっとです。当初は⼊館料収⼊を
曳⼭を維持する各町に還元できるくらいになれば理想であると期待しておりまし
たが、なかなかそうはならない現状です。 
曳⼭の管理団体は各町と曳⼭保存会でして、毎年各町と協議の上、交互に年 3
台ずつ展⽰することになっております。曳⼭会館の所管の位置づけですが、建設
当初は城端曳⼭観光協会が担当しておりました、その後は町の産業振興課や教育
委員会、観光協会など、所管が転々としておりましたが、平成 14 年の国の指定
を受けて以後は教育委員会が所管しております。指定管理者問題にいずれは直⾯
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するかとは思いますし、独⾃運営が理想ではあるとは思いますが、できればこの
ままの体制で運営が継続できればと思っています。職員は館⻑以下の全員が嘱託
職員です。 
それで、私たちは常に悩みを抱えておりまして、第⼀の問題が修理修復事業で
す。修理修復計画を策定して取り組んでいますが、例えば御神像の着物の新調を
⾏うにしても京都・⻄陣で本絹を使って織り上げますので、１枚で約 500 万円や
400 万円の費⽤がかかります。とにかくお⾦がかかります。曳⼭は各町内で所有
していますが、現在のところ最も⼩さな町内が⼤⼯町というところで 23 世帯で
曳⼭を管理維持しており、負担⾦も⼤きい訳です。町内世帯が減少することで、
1 世帯あたりの負担する費⽤も⼤きくなってきます。なかには⾼齢者が⼀⼈だけ
で⽣活している世帯もある訳で、そのような世帯に負担をお願いしようにも限界
があるわけです。 
この世帯数の減少と関連することで、城端の曳⼭の特⻑は庵屋台があることで
すが、この庵屋台で楽器の演奏や端唄の歌い⼿などの芸⼈がおらず、後継者の育
成が急務になっており、悩みの種となっています。 
ハード⾯では曳⼭会館とは別に各町に⼟蔵づくりの⼭倉があるわけですが、貴
重な⽂化財を保管するのに適した室温管理などが⼟蔵ではなかなか難しく、この
保管環境の整備も問題となっています。そして、曳⼭の修理修復の部材確保も実
に⼤きな問題です。曳⼭には様々な⽊材が使⽤されており、今後も⻑期的に確保
できるか難しいところです。 
現状については、このようなところでございます。 
 
伊藤 
ありがとうございます。いま県、市、そして現南砺市の各地で地域⽂化を担う
活動をされている⽅々からご現状報告を受けました。かなり⽣々しい報告もあり、
質問したい点も多々あると思いますので、感想も含めお願いします。 
 
藤野 
神⼾⼤学の藤野です。実に多様なお話をお聞きすることができ、本⽇のフォー
ラムの前に何カ所か⾒学させていただきましたので、それもあってお話の内容を
実感することができました。 
皆さんのお話を聞いての感想として、よく⾔われていることですが、⾼度成⻑
期以後の産業構造の変化、経済社会システムへの変化、⼈⼝構造ピラミッドの変
化によって、都⼼においても空洞が広がっている訳ですが、コミュニティの崩壊
がいろいろなところで進んでいると感じます。先⽇、北海道の旧炭坑地域を調査
のため訪れましたが、99％がシャッター街となっており、これからどのように復
興していくのか、とても⼤きな課題を抱えていると思います。ですが、この地域
はとても恵まれている環境、地域だと思いますが、これまでのお話をお聞きする
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と様々な課題を抱えていることを感じました。やはり、社会構造、産業構造の変
化によるコミュニティの崩壊。それをどのように再⽣していくかというヒントが
あるかは⼤きな問題だろうと思います。 
それぞれの事例ごとに条件や環境が異なりますので、こうすればいいというよ
うな特効薬みたいなものはないだろうと思いました。たとえば、補助⾦のあり⽅
についても、さきほどの話のなかで、かなりシニカルなお話がありました。⽂化
庁が現在進めている伝統⽂化に対する助成についても、実際には全部使い果たす
ことはないわけですね。事業申請には予算の 8 割ほどしか集まらずに、再募集を
かけている状況です。このような中で、伝統芸能や伝統⽂化の保存などに取り組
む皆さんが実際にどの程度の認識を持っており、実際に⾏動を起こして申請して、
⽂化庁の⽀援を得て、続けていこうと思われているのか。 
また、このような公的助成⾦に頼ることによる落とし⽳も出てきます。そのこ
とによって地域の主体性や「結」に代表されるような連帯・共同の精神がいつの
まにか失われてしまうという、⾮常に⽪⾁な側⾯を持っているということを意識
しなければならないと思います。 
地域コミュニティを再⽣する可能性として、現在、脚光をあびているのは観光
とどのように結びついていくのか。これもネガティブの側⾯があります。また⼯
芸のような⽂化産業をどのようにアピールし、マーケティングしていき、新しい
産業クラスターを育てていくのかということが求められていると思います。 
また、社会的な⾯で⾒ると、⼈と⼈との新しい繋がりの場を作っていくという
ことが挙げられると思います。たとえば、現在、越後妻有や別府、瀬⼾内、愛知
などでトリエンナーレを開催しています。これらのアートプロジェクトを通して、
特に都⼼で⽣まれ育った新しい感性を持った若者が、いままで訪れたことや⾒向
きもしなかった地域に⼊っていくことで、その地域の⽂化資源を再発⾒して、そ
れをアートを通して伝統的なモノと新しい感性を融合させ、新しい⽂化や出会い
が⽣まれるという事例が⽇本でも⾒られるようになったので、単に伝統的なもの、
伝統⽂化・伝統芸能を⼀⽅的に保存していくということだけでは、これからは仕
組み⾯でも、経済的にも価値観的にも難しいのではないかと思いました。 
 
⼤⻄ 
富⼭⼤学の⼤⻄です。お話を聞いた感想を述べさせていただきますが、その前
に私⾃⾝、現在、射⽔市に在住しており、休⽇になると⼦供をつれてこの地域に
訪れています。そのため、私⾃⾝が外から持つイメージと皆さんからのお話とに
違いあることを少し感じました。 
私は地理学が専⾨ですので、その専⾨分野から今⽇のお話を解釈していきます
と、地域というものを成り⽴たせるために地域にとっての基盤的機能と⾮基盤的
機能があります。基盤的機能は他の地域から何らかの資源を引っ張ってくる機能
のことで、他の地域から観光やモノの売買など、財を⾃分たちの地域に持ち込ま
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ないと⾃分たちの地域を発展的に作りあげていくことができないということが⾔
われています。 
その地域という⾔葉を伝統⽂化や伝統産業という⾔葉に当てはめていくと、い
ま、どこの地域でも⾼齢化が進んでいって、⼈⼝が減少していく中で、伝統的な
ものを残していこうとすると、例えば観光というモノを活⽤して、お⾦の⼒でこ
れまでの伝統的なもののある部分を残していこうとする戦略的にとっているとい
うことはわからなくはないわけですが、なかなかそれでもお⾦がそれで⼿当てで
きても簡単にはいかないんだなということを感じました。酒井さんがお話しした
結のことが、それに現れていると思いました。 
また、その結いのシステムが循環しなくなってきたというのは、⾏政改⾰によ
って市町村合併が起こってきて、地域の単位が変わる、⾏政の単位が変わること
によって⼈々の⽣活に何らかの影響があるのかということを考えていくと、今回
の場合は、合掌づくりという⽂化的なものの維持にお⾦がかけられるようになっ
たことで、システムとしての結が機能しなくなったということは、他の⽂化的な
取り組みにおいても⾔えることではないかと思います。それまで成⽴していた要
件のうち、なにか他⼈の⼿によって⽀えられることによって、地域が回らなくな
るのかなということがわかりました。 
また、後ほどお聞かせいただければと思いますが、結のシステム⾃体は合掌造
りの茅の葺きかけだけではなく、いろんな場⾯で機能していると思うのですが、
それらすべてが機能していないのか、それとも茅の葺き替えだけ機能していない
のか、ということは⼤きいと思います。⽣活全般において、機能していないと⾔
うことであれば、今後、集落を維持していくこと⾃体が困難であるとも⾔えると
思います。 
また最初に発表があった⾃治体への調査ですが、⽂化的な予算の部分で、ある
部分は圧縮可能だけれでも、やはり固定的な部分があって圧縮できない部分があ
るのだろうと。そのため、圧縮できない部分をどれだけもっているのかというこ
とが、⾏政の効率化や予算の配分に⼤きな影響を当たることになるのだろうと感
じました。 
 
島添 
富⼭⼤学の島添です。３点申し上げます。 
１つは社会構造の問題で、皆さんがご指摘されているように結の話があります
が、私は城端の曳⼭の構造問題が、同じように⾼岡の御⾞⼭でもあります。町で
は町衆はいて、町が成⽴しているんだけれども、農村部は解体してしまっている
のではないか。そのため、引き⼿がいなくなるというのは、農村部は⽥んぼがな
くなり、そこに住宅が建つんだけれども、新しく⼊って⽣きた⼈たちはお祭りの
曳⼭を曳く権利がない。⼀⽅、もともとの由縁の⼈たちは⾼齢化していくという
ことで、これは曳⼭の⽂化特有の問題だと思いました。 
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２つ⽬が、加賀藩の影響が強い地域だと感じました。井波の彫刻にしても、城
端の曳⼭にしても加賀のお殿様があって、⾼度に発展した⽂化が育まれてきたと
思いました。それを考えると、同じお上でも現在の⾏政というのは加賀のお殿様
ほど⽻振りが良くないのではないかというところが、私の率直な感想です。 
３つ⽬が、観光と⽂化財の話です。五箇⼭の⺠謡は明治時代に知られるように
なり、全国に知られるようになった早い地域でした。また、道路などが整備され
て観光バスがやってくるようになると⼩学⽣たちが授業中であっても踊りを披露
したという話を聞きましたが、⻨屋節やといちんさなどの特定の芸能は⼩学校か
らしっかりと学ぶことになり、⼤⼈になると保存会で伝承されているという感覚
がありますが、そういうところから⽬こぼしされる芸能があるのではないかと思
いました。 
 
伊藤 
皆さん、ありがとうございます。話が⾮常に広範囲に及んでいるので、問題設
定というか私の感想も兼ねて申し上げたと思います。 
今回の研究タイトルが「⾏政構造改⾰が戦後⽇本の芸術⽂化政策 の成果に与え
た影響に関する研究」となっていますが、戦後⽇本の芸術⽂化政策の成果という
ものが⼀体何なのかということを踏まえておく必要があると思います。 
本研究の発案者である東京⼤学の⼩林先⽣は⻑らく⾃治体の⽂化⾏政について
調査・研究してきたのですが、⼩林先⽣の考え⽅のベースになっているのは 1970
年代以降の⾃治体⽂化⾏政がどのようにして⽣まれてきたのか、またそれが果た
した役割、⽇本の⽂化⾏政は国ではなく、地⽅⾃治体が⽀えてきたのではないか
というのが⼩林先⽣の考え⽅です。そのような 70 年代から 80 年代にかけてつく
られた、例えば⽂化振興条例や⾃治体が率先してつくりあげてきた様々な⽂化的
取り組み、仕組みが 21 世紀になって⾏政構造改⾰でおかしくなっているのでは
ないかという危機感から、このような研究が⾏われているというがあります。 
この話を本⽇の話にあわせてみると、戦後における 50 年から 60 年間続いてき
た社会構造の変化というのは、今⽇の話のなかのいくつかの問題は今からはじま
ったことではなくて、70 年代の⾃治体⽂化⾏政の背景のなかには 60 年代におこ
った⽇本の社会構造が当然そこには反映されている訳です。 
⾔ってみれば、地⽅から⼤都市に⼈⼝の⼤移動がおこり、農村などの地⽅には
過疎がはじまり、そのなかで祭りなどの伝統⽂化の担い⼿がいなくなり、⼀⽅で
都市には全国から様々な⼈たちが集まってきて、都市も持っていた秩序が崩壊し
て、そこで⼤衆化社会状況が⽣まれてくる。そのなかで新しいコミュニティの再
形成を⽂化を通じて起こしていこうと取り組んだのが、70 年代以降の⾃治体⽂化
⾏政であり、特に都市部で起こったために「まちづくり」という表現で⾔われて
きました。 
その議論を踏まえたうえで、今⽇の話を整理してみますと、まず第 1 次のコミ
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ュニティの崩壊、社会構造の変化に対して、地⽅⾃治体が中⼼となって、例えば
都市部においては⽂化会館を建設して、⼈々の共同体を形成するコアとして⽂化
会館などに期待していこうとしたのが都市部で⾏ったことであり、地⽅ではちょ
っと遅れて、80 年代あたりから過疎化対策として伝統⽂化に対して様々な取り組
みに⾦銭的な⾯で⽀えていこうとする流れや仕組みがありましたが、このような
動きが、今⽇的には曲がり⾓に来ているのではないかというような気がしていま
す。 
きょうは南砺市でこのフォーラムを開催しましたので、都市部における⽂化施
設のアンケート調査の発表と地域の現状との間に若⼲のすれ違いがでているとい
う気がしています。 
私⾃⾝はさきほどの酒井さんのお話がとても印象的で、合掌造りなどを守るた
めに⾏政が補助をしていったことが、もともとそれを⽀えていたシステムの崩壊
に⻭⾞の回転を速くさせてしまったという⽪⾁な現象を起こしています。 
私としては 21 世紀になってはじまってきた効率化・財政基盤の強化を⽬指す
⾏政改⾰ではなくて、70 年代に社会構造の変化に対応して⾃治体⽂化⾏政が⽬指
したようなものを再構築していく⽅向で現在の⾏政改⾰を再度、捕らえ直す必要
があるかと思います。つまり、⾏政改⾰があったからますますおかしくなったの
ではなくて、むしろ現在の状況にわせた第 2 の 70 年代のような⾃治体⽂化⾏政
にあたる理念の再構築をしていくときに、いまある⾏政構造改⾰との関連性を議
論していくという攻め⽅が必要な気がしていますが、これについては私の仮説で
あり意⾒を⾔いすぎていますので、このような認識をレールとして敷いておいて、
これからは⾃由に意⾒交換をしていきたいと思います。 
 
岩倉 
さきほど、井波彫刻の現状についてはお話ししていなかったので、ここで改め
てさせていただきます。昭和 50 年代に伝統産業の指定を受けまして、そのとき
に伝統産業会館を井波で建設しました。その当時は各県に１つの伝統産業会館を
建てるというのがありました。井波の伝統産業会館は、彫刻組合が維持管理の委
託という形を受けて運営しています。その当時、昭和 50 年代は周囲に観光施設
がなかったために、ピーク時には年間 9 万⼈の来場者がありました。それが平成
4 年に伝統産業会館から彫刻総合会館に改組しました。これは旧・井波町のなか
で観光ということ考えて、⽊彫りの⾥構想の中で、彫刻総合会館に改組しました。
その頃から指定管理のような状態で運営をしています。現在は年間 3 万⼈の⼊館
者がありますが、それだけでは会館を運営することはできません。そのため、組
合の事業全体で会館の運営を⽀えているという状況です。 
また、⾏政との関わりの中で、以前の町⻑から、伝統だけではなく芸術の勉強
もするようにとの助⾔があり、作家の皆さんなどをお呼びして、交流をしていま
した。そのため、⾏政からの強い後押しがあって、伝統に芸術などの新しい視点
 24 
 
を取り⼊れるようなことをしてきました。 
現在、南砺市に移⾏してからは、もともと井波町の⾏政は⾝近で引き締まった
ような⾏政でした。何かやるようなときは⾃分たちで解決するように、というよ
うな感じでした。他の施設も含めて指定管理者制度が導⼊されていますが、３年
ごとに指定管理料の⾒直しがされています。ですが、これは地域によって温度差
があります。例えば、３年ごとに⼀律１割カットということになっていますが、
元々、井波町の場合は当初から厳しく指定管理料が⾒積もってありましたので、
南砺市になってからはそれが他の施設と同基準になったので、むしろ若⼲上がっ
た経緯があります。そのため、南砺市になったことで運営が厳しくなったという
ようなことは今のところありません。 
また、これからのことですが、現在、⽂化財関係の保存修理にも⼒を⼊れてお
り、⾼岡地域⽂化財等修理協会からもお声をかけられております。今後、井波彫
刻もアピールしていきたいと考えています。 
 
阪本 
皆さんのお話をお聞きしまして、指定管理者制度などの⾏政改⾰の問題で、い
まその影響がすぐに出てくる訳では必ずしもないということです。これが今後 10
年や 20 年かけてボディーブローのように効いてくるということなのかなと感じ
ました。 
そのような中で⼀番思ったのは、新陳代謝ということです。たとえば、⼤学に
おいてもサークルなどで後輩を育成することができず、後継者問題に直⾯してい
るところがあります。同じようなことが地域でも、また⾏政のなかでも起こって
いるのではないかということを感じました。⽂化政策と⾔葉を使うと、私たちは
たとえば「この祭りを残していこう」「この芸術を残していこう」というような成
果を残していこう考えるわけですが、むしろ重要なのは、その成果の背景にある
システムを残していくだけではなく、社会構造の変化に適応していくことが⼤事
なのではないかと思いました。 
 
浦辻 
先ほどの「結」のことで皆さんの関⼼が⾼いようなのですが、合掌造りに関し
ては⾮常に少なくなっていったことで、相倉と菅沼については昭和 41 年に史跡
に仮指定されています。それを受けて、この年から茅葺き屋根の保存に関して国
が補助⾦を出すようになり、とりあえず合掌造りの消滅を防いで、そして様々な
調査などが⾏われて、昭和 45 年に史跡に指定された経緯があります。 
現在、茅葺き屋根の葺き替えについては、所有者の費⽤負担は５％となってい
ます。通常、⽚屋根の葺き替えに 1000 万円以上かかりますので、１回当たり 50
万円ほどの所有者負担が発⽣しています。それで、この補助⾦が出ることで、結
が消滅したというようなことは事実であろうかと思いますが、このような補助⾦
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はかかった経費について出されるので、結を継続してお⾦をかけずに作業が⾏わ
れた場合には補助⾦が出ることはほとんどなく、それよりも業者に任せれば 50
万円ほどの負担で済むというようなことでもあるわけです。 
補助⾦によって結が消滅していったということは紛れもない事実ではあるとは
思いますが、⼀⽅で史跡指定を受けていない集落については、そのほとんどの合
掌造りがなくなってしまいました。そのため、このような補助⾦制度がなければ、
「結」以前に合掌家屋そのものが保存されなかったであろうということは予測が
できると思います。 
また、実際の結の現状については酒井さんにお話をいただければと思います。 
 
酒井 
共同作業＝「結」みたいに思われていますが、五箇⼭をはじめ、どこでもそう
だと思いますが、共同作業はいくつかに分類できると思います。ひとつは集落を
維持するための共同作業ですね。通常は「フシン」と呼ばれているもので、村を
維持するための税⾦みたいなものですね。ふたつは「コーリャク」というもので、
葬式と⽕事対応などの共同作業です。無条件に各⼈が協⼒するというものです。
そして、個⼈で家を建てる場合にも⽯担ぎという礎⽯作業などを⾏う共同作業が
あります。このうち、現在では２つ⽬の葬式、⽕事などの対応が残っています。
ただ葬式については、実際には業者のセレモニー会場で執り⾏うことが多くなっ
てきました。また、現在でもお通夜に代わる「ハナキリ」と呼ばれる⾵習が相倉
には残っています。 
屋根の葺き替えについては、⽚屋根をさらに６分割して葺き替えを⾏っていま
す。通常、各家ごとに茅場と呼ばれる茅を確保している畑があり、各家で管理し
ています。それで⼀定数が確保されれば親戚や近所からも分けてもらって葺き替
えをするというのが昔からのシステムでした。 
ですが、現在では茅場があっても所有者がしっかりと管理していないケースも
あり、茅場の⼿⼊れも⾏っていないこともあります。しなくてもいいのではない
かというような雰囲気があるのかな、と思っています。 
 
伊藤 
さらに議論を進めたいのですが、会場の都合で時間が決まっていますので、ま
だまだお話ししたいことがあるかとは思いますが、終わりにもっていきたいと思
います。 
これまでのお話から⾒えてきたのは、さきほど浦辻さんから指摘もあったよう
に、合掌家屋に対して 70 年代から 80 年代にかけて⾏政が⽀援の⼿を差し伸べる
ことで、その消滅を防いできたというようなことは評価しなければならない、⼀
定の役割を果たしてきたと⾔えますが、⼀⽅で従来それを⽀えていたコモンズと
呼ばれています共同体が⻑年にわたって作りあげてきた仕組みが崩壊していく。
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⾏政だけではなく、産業構造の問題など様々な問題があったので、どこに責任が
あったということはないとは思いますが、そのような状況に危機感を持ってきた
のは 90 年代以降で、かつてのコモンズに代わるようなものとして NPO などの新
しいシステムや担い⼿が現れてきました。しかし、そこで⺠間の知恵を活かして
いくという意味において、⾏政だけが問題解決に当たるのではなく、いろんな知
恵を集めて問題を解決していこうという意味では⾮常にいい⽅向ではあったと思
うのですが、しかし、財政難などの様々な事情によって指定管理者制度が経費削
減の⼿段という⽅向に使われてしまいました。また市町村合併などもプラスとマ
イナスの両⾯があったと思います。異なる⽂化の交流などのプラスの⾯もあった
と思いますが、⾏政と地域との距離が遠くなることで理解度が減るというマイナ
スの⾯が出てきているのではないかと思いました。 
ここでは、過去の⾏政構造改⾰によって、どのような形で進めばプラスの⾯が
強調できるのか、またマイナスの⾯が減らすことができたのか、というようなこ
とが今後、検証されなければならない課題として提起できたのはないとも思いま
す。 
ここでの議論をさらに深めて、次へのステップとして進めていきたいと思って
います。本⽇はありがとうございました。 
